
 
資料３ 



作成日 平成　 年　 月 日
更新日 平成　 年　 月 日

１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）＊数字は記入しない

単位
A
B
C

② 意図（対象がどのような状態になれば良いのか） ④ 成果指標（意図の達成度を表す指標）＊数字は記入しない

単位

成果指標の測定企画（実際にどのように実績値を把握するか）

２　指標等の推移

施策マネジメントシート１（26年度目標達成度評価）
27 7 8
27 7 8

総合
計画
体系

政策No. 4 政策名 みんな元気で笑顔あふれるまちづくり
施策統括部

施策No. 14 施策名 市民参画によるまちづくりの推進 関係課
総務課、商工振興課、生涯学習課、政策課、税務
課

新政策 Ⅰ　自治の健康 施策 1　市民参画によるまちづくりの推進

政策部 部長名 濵田　善也
施策主管課 企画課 課長名 澤田　勝矢

自主的にまちづくり活動に参画する 名称

A
地域の活動などに今後参加したいと思っている市
民の割合

％

B

市民 名称
人口 人

F

指標名 単位 数値区分 ２１年度現状値 ２３年度 ２４年度 ２５年度

成果指標は市民意識調査にて把握。
設問：「あなたは、地域の活動やボランティア活動、ＮＰＯ活動などに参加していま
すか。また、今後参加したいと思いますか。」
選択肢：　1.参加したことがある、または、現在参加している　2.参加したことはない
が、今後参加したい　3.参加したこともなく、今後も参加したくない

C

D

E

２６年度 ２７年度

対象指標

A 人
見込み値 56,281 56,829 57,377 57,925

B
見込み値

58,474
実績値 56,638 57,367 58,237 59,067

C
見込み値

実績値

実績値

70.0
実績値 59.2 66.4 64.9 62.1 60.1

58.3 57.9 57.4 57.0
目標値 62.8 64.6 66.4 68.2

成り行き値 58.8

目標値

成り行き値

実績値

目標値

成り行き値

D
成り行き値

C
実績値

目標値

E
成り行き値

実績値

実績値

目標値

成り行き値

事務事業数 本数 31 29 35 33

F
実績値

成果指標

A ％

B

31

目標値

0 0
都道府県支出金 千円 31,551 2,074 19,290 2,131 26,625
国庫支出金 千円 0 0 0

0 0
その他 千円 5,317 2,200 21,902 5,006 5
地方債 千円 0 0 0

1,501 1,500
一般財源 千円 77,109 69,114 72,283 72,929 124,107
繰入金 千円 1,939 2,227 1,828

81,567 152,237
(A)のうち指定経費 千円 67,235 44,495 55,031 44,917 46,811

事業費計  （A） 千円 115,916 75,615 115,303

262 375
人
件
費

延べ業務時間 時間 15,481 14,983 16,846 16,846

(A)のうち時間外、特殊勤務手当 千円 15,487 386 9,079
15,650

人件費計  (B) 千円 62,497 60,993 67,114 68,580 63,711
150,147 215,948

基本計画期間における施策の目標
設定とその根拠

（水準の理由と前提条件）

A：成り行き値は、第1期基本計画期間中６０％前後で実績値が推移しているが、人口増によりこの割
合が若干減少していくと考え27年度は57%とした。目標値は、自治基本条例を基にまちづくりに取り
組むことを前提として「郷土として合志市に愛着を持っている人の割合」の2１年度実績値６９.９％を
目標に７０％と設定した。

基本計画期間における
施策の方針

①自治基本条例に基づき、市民参画を促すための情報提供を積極的に行ない、協働によるまちづ
くりを進めていく。

トータルコスト(A)＋(B) 千円 178,413 136,608 182,417

施
策
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳

－ｼｰﾄ1 －
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作成日 平成　 年　 月 日
更新日 平成　 年　 月 日

１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）＊数字は記入しない

単位
A
B
C

② 意図（対象がどのような状態になれば良いのか） ④ 成果指標（意図の達成度を表す指標）＊数字は記入しない

単位

２　指標等の推移

66.1

57,377

人件費計  (B)

時間

B

％

実績値

目標値

実績値

実績値

成り行き値

目標値

事務事業数

E

B

成り行き値

成り行き値

延べ業務時間

千円

千円

施
策
コ
ス
ト

26　公共交通の充実

２４年度

実績値

２５年度２３年度

実績値

２６年度

20.8

見込み値

見込み値

数値区分

基本計画期間における
施策の方針

基本計画期間における施策の目標設
定とその根拠

（水準の理由と前提条件）

繰入金 千円

(A)のうち指定経費

千円

事
業
費

千円

財
源
内
訳

その他

千円

千円

千円

都道府県支出金

地方債
千円

トータルコスト(A)＋(B)

事業費計  （A）

(A)のうち時間外、特殊勤務手当

千円

国庫支出金

一般財源

人件
費

27

成果指標

％

A

実績値

千円

施策名

企画課

新政策 Ⅴ　都市基盤の健康 施策

67.0
66.266.1

実績値

成り行き値

実績値

見込み値

政策名

市民

市内外の移動が円滑に出来る

A

総合
計画
体系

C

部長名 濵田　善也

8
8

施策統括部

施策主管課

関係課

政策部
課長名

まちづくり対策室、建設課、高齢者支援課

澤田　勝矢

名称
人口

7
7施策マネジメントシート１（26年度目標達成度評価）

27

4

人

1政策No.

施策No.

人

％

人々が安全に安心して暮らせるまちづくり

公共交通の充実

58,237

公共交通機関を利用している人の割合

２７年度

％

A,Bについては、市民意識調査で把握
設問Ａ：「あなたはどの程度公共交通機関（ＪＲ，バス、電車）を利用していますか。」
　選択肢：１．日常的に利用している　　　２．月に数回程度利用している　３．年に数回だけ利
用している
        　　４．全く利用していない             ⇒１，２及び３を選択した人の割合
設問B:「あなたは、公共交通機関を使った合志市内外への乗り換え、乗り継ぎが円滑にでき
ていると思いますか」
  選択肢：１．できていると思う　２．だいたいできていると思う　３．あまりできていないと思う
　　　　　４．全くできていないと思う　       ⇒1及び2を選択した人の割合

２１年度現状値

名称

成果指標の測定企画（実際にどのように実績値を把握するか）

対象指標

67.6

単位指標名

A

B

C

D

E

56,281
56,638

58,474

目標値

成り行き値

目標値

本数

目標値

D

C

20.8
20.8
44.6

57,519

56,829
57,367

66.1
67.5

44.4

25,679
49,210

869
45

2,059
8,309

10
0

1,879
0

21,652
0

10

20.8
23.0

49,655
822
24

2,448
9,965

59,620

0
5,071

0
3,493

0
41,091

25.0
47.2

66.1
68.0
69.7
20.8

10,103
63,571

0
4,062

0
6,378

0
43,028

9

66.1
68.5
65.6

62,392

9,261

19
2,150

54,058
63,259

712

Ａ：成り行き値については、６６．１％の人が利用していると答えており、現状維持で推移すると考え設
定した。
目標値については、平成22年１０月からコミュニティバスをスタートさせ、公共交通を充実させることに
より、平成２３年度以降年間０．５％づつ利用者数を増加させることを目標にし、平成２７年度の目標
を６９．０％に設定した。
Ｂ：成り行き値については、２割程度の人が便利だと答えており、数字的には低い水準であることを踏
まえて、平成２１年度実績値２０．８％で推移すると考え設定した。
目標値については、平成２１年度から実施している、環状バス運行等の実証実験を平成２３年度まで
継続した後、平成２４年度から地域の特性に合った公共交通体系を整備し、目的に応じて円滑に移
動できる環境を整えることで、平成２４年度から成り行き値より若干上回る数値で推移すると考え、平
成２７年度目標値を３０％に設定した。

0
5,326

0

8
0

3,875

①近隣他市町との公共交通体系の確立を図る。
②自家用車から公共交通への転換について市民意識の醸成に努める。
③市民が利用しやすいコミュニティバスなどの公共交通の充実を図る。

71,918

3,000
0

0
50,131

8
0

990
15

2,340
9,5268,753

72,012

53,468
724
11

2,536

20.8
30.0

公共交通機関を使った市内外への移動での乗り換え、
乗り継ぎが円滑にできていると思う市民の割合

66.1
69.0

20.8
27.0
43.2

57,925
59,067

基本計画で定めた施策名を記載しています。
この施策の取り組みを中心的に行なう
統括部と主管課および関係する課を記
載しています。

施策の目的（対象と意図）を記載しています。

対象を表す指標を記載しています。

意図の達成度を表す「成果指標」を
記載しています。

「成果指標」の把握方法を記載しています。

それぞれの「対象指標」について、計画期間の見込み値と、把握した実績
値を記載しています。（計画期間以前も実績値が把握できるものは記載し
ています。）

それぞれの「成果指標」について、計画期間の目標値と、把握した実績値
を記載しています。（計画期間以前も実績値が把握できるものは記載して
います。）

この施策にかかるコストとして、関連する事務事業のコストを集計していま
す。

この施策に関連する
事務事業数

総合計画策定時に定めた、この施策の基本計画期間Ｈ23～27年度にお
ける目標設定根拠や方針、全庁横断課題との連携について記載していま
す。

新基本計画（平成28年度～）の施策名を記載しています。

－ｼｰﾄ1（説明）－
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３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】　この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

イ）行政の役割（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

【２】　施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？（平成27年度を見越して）

【３】　この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

【１】　施策の目標達成度（26年度目標と実績との比較）

Ａ → ×

：

※○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成

・市民ワークショップで「地域づくりや地元でお世話をする人が多く、住民主導の活動がさかんにできる環境にある」「市役所が主
催する事業等への参加者が少ない（特に若者が少ない）」「旧町間、既存地区と団地間の相互理解が進んでいない」などの意見
があった。
・自治基本条例推進委員会において委員から、わかりやすい事例で条例の趣旨を周知することやキャッチフレーズを募集して、
市民に親しみを持ってもらえるように、との意見があった。

【平成26年度の施策評価（25年度振り返り）における議会意見】
１．地域づくり団体の高齢化が顕著であり、後継者育成に努めること。
【平成26年度の施策評価（25年度振り返り）における総合政策審議会意見】
１．まちづくり活動に対する、行政の更なる支援を検討すること。
２．まちづくり活動に関する情報発信を強化すること。
３．特に若い世代がまちづくりに取り組めるような企画を立案すること。
４．まちづくりリーダーの育成をすること。

施策マネジメントシート２（26年度目標達成度評価） 市民参画によるまちづくりの推
進

・自治基本条例に基づいた協働のまちづくりを行なう。
・参画と協働にあたっては、自らの発言や行動に責任を持つ。
・自治につながることを認識して積極的に地域づくり、まちづくり活動に参加する。
・自治への関心を持ち、自ら情報を得て、積極的な参画に努める。
・地域社会との調和に努める。

・自治基本条例に基づいた協働のまちづくりを行なう。
・市民の参画の機会を拡充する。
・市民の意見提案を総合的に検討し結果に対して説明責任を果たす。
・市の方向とまちづくりの理念を広く市民に示す。
・地域のまちづくりに対して支援を行なう。
・市民と情報を共有するため、わかりやすく情報を公開する。

・自治基本条例の制定に伴って、参画・協働のまちづくりを行なうことが、市民、議会、行政の責務となる。
・人口の増加に伴い、新しい市民に対する地域づくりの意識を高める取り組みが必要となってくる。
・高齢化がさらに進み、地域活動を維持することが困難となってくることが予想される。
・市地域づくりネットワークが設立され、まちづくりの中核として、その活動が期待される。

【２】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

(１)市民アンケートの結果から、「地域の活動やボランティア活動、ＮＰＯ活動への参加」は、「参加したことがある、現在参加して
いる」が２１．２％、「今後参加したい」が３８．９％でそれぞれ１．０ポイントずつ減少しており、「参加したくない」が３７．９％と、前年
度より２．２ポイント増えている。また、「最も重視する施策」の中で、本施策は７．９％と全２６施策のうち２２位であり、市民の参画
意識は低い。
①経営方針である「『みんなですすめる自治基本条例（※平成２５年度で定めたキャッチフレーズ）』を基に、市民参画のまちづく
りを進める」については、自治基本条例推進アクションプランに基づいた取り組みを行うとともに、市の行事や広報紙等で自治基
本条例の周知・啓発を行った。
その他、市が行う事業の必要性などを市民の代表が検証する事務事業検証会を行い、１６事業について検証を実施した。
まちづくり事業提案制度による市民等からの提案２事業を認定した。（平成２６年度までで８事業を認定）
ボランティア表彰においては、区長等に広く呼びかけ、８個人、９団体を表彰した。
②経営方針である「わかりやすく積極的な情報の提供と公開に努める」については、ホームページやツイッターに会議開催情報
や会議録の公表を行った。
（２）事務事業貢献度評価の結果では、平成２6年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、地域と市長
ふれあいミーティング（市政座談会事業）、ボランティア表彰事業、祭り実施事業、まちづくり事業提案制度事業があげられた。貢
献した事務事業として、ふるさと創生基金活用事業があげられた。

４　施策の評価

※左記の背景として考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

【地域の活動などに今後参加したいと思っている市民の割合 】 Ａ：合志市地域づくりネットワークに登録された団
体構成員数の減少（前年度に比べ８０人の減）に
見られるように、市民の地域づくりへの関心、参
画への意識が薄れてきていると考えられる。

実績値は６０．１％で、前年度実績値を２．０％、２６年度目標
値を８．１％下回っており、達成度は８８．１％であった。

－ｼｰﾄ2(評価)－
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３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】　この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

イ）行政の役割（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

【２】　施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？（平成27年度を見越して）

【３】　この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

【１】　施策の目標達成度（26年度目標と実績との比較）

Ａ → △ 【 】

：

Ｂ → ○ 【 】

：

※○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成
【２】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

公共交通の充実施策マネジメントシート２（26年度目標達成度評価）

・議会からコミュニティバス運行事業者について、広く公募すべきではないかとの意見がある。、
・議会から各種の実証実験も終わったことから、具体的な数値目標を掲げ運行する時期に来ているのではないかとの意見があ
る。
・須屋地区の市民から、須屋線が拡幅されたことからレターバスを須屋地区に回して欲しい、もしくは光の森へ行きやすくしてほ
しいとの要望がある。
・市民シンポジウムにおいて、参加者からガイドマップは大きくて持ち運びに不便なので、携帯版を作ってほしいとの要望があ
る。
【平成26年度の施策評価（25年度振り返り）における議会意見】
１．近隣自治体との連携並びに熊本駅など、熊本市中心部へのアクセスについて鉄軌道を含め大きな施策を持つべき。また、住
民の意向も考慮しダイヤ構成を行うこと。
【平成26年度の施策評価（25年度振り返り）における総合政策審議会意見】
１．地域での公共交通に関する説明会を重ねるなど、更なる広報を検討すること。
２．公共交通利用者の意見を取り入れた施策とすること。
３．他の自治体の先進事例を研究し、広域連携についても検討すること。
４　施策の評価

・市民は、環境負荷等を考慮し、自家用車と公共交通機関を状況に合わせて利用する。
・バス・電車・タクシー運行事業者は、利用者のニーズを的確に把握し、利用しやすい公共交通の運行と顧客サービスの提供に
努める。
・区（自治会）等は地域での公共交通の推進に積極的に携わる。

・市地域公共交通計画に基づいた住民ニーズの把握。
・市地域公共交通計画に基づいた交通不便地域の解消と交通弱者の外出支援。
・市地域公共交通計画に基づいた公共交通機関連携の推進。
・公共交通に関する情報をわかりやすく市民に伝える。

・平成２０年度より市の公共交通協議会を発足させ、地域公共交通の活性化と再生を推進することとした。
・平成２３年度、熊本都市圏協議会に公共交通作業部会を設置。今後は熊本都市圏の近隣市町村との連携した公共交通のあり
方を検討することが必要になる。
・車の保有台数が伸びていくのに反して、公共交通の利用は年々減少している。特にバス利用者の減が公共交通利用者の減に
つながっている。
・24年度より国庫補助制度の見直しにより、国庫補助金が大幅に減額となり、一般財源の持ち出しが大きくなった。
　（一般財源　２０，９７１千円から３６，４０３千円へ　　　１５，０００千円増）
・循環バスの利用については固定化してきており、利用者が高齢化の傾向にあることから、このままだと利用者の減少が続くと思
われる。

実績値は６５．６％で、前年度実績値を４．１％、２６年度目標値を２．
９％下回っており、達成度は９５．８％であった。

Ａ：目標値、前年度実績値を下回っているが、コミュニ
ティバス（レター・循環・乗り合い）の利用者は、前年度
に比べ３，１６８人増の９２，７７６人であり、特にレター
バスの乗車率は前年度の１０５．７％であった。熊本電
鉄の電車利用者は、前年度に比べ、６９，９１５人増の
１，９８６，５９０人であった。

Ｂ：市内のパークアンドライドの利用台数は、前年度に
比べ３台減の１１５台であった。

※左記の背景として考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

実績値は４３．２％で、前年度実績値を４．０％下回ったが、２６年度
目標値を１６．２％上回っており、目標を達成できた。

（１）市民アンケートの結果から「公共交通機関を使った合志市内での乗り換え・乗り継ぎ」は便利（やや便利）だと思っている人が
４３．２％で、２６年度目標値を上回っているが、依然便利だと思っている人は半数に満たない。
　また、市のレターバス等、利用したことがない人は８５．７％となり、前年度より０．６ポイント増加した。「レターバス等存在を知ら
ない」は３．３％で、前年度と同率であった。
（２）経営方針である
①「平成２５年度で改定を行った合志市公共交通計画に基づく事業の実施に努める」については、改定により設定したコミュニ
ティバスの各路線ごとの指標と目標値に基づき評価を行った。それを受け、目標値に達しなかった指標への対応策として、平成
２７年度において料金改定とレターバス等のダイヤ改正を検討する。
②「市民の公共交通への関心を高め、コミュニティバスなどの更なる利用促進を図りながら、マイカーと公共交通の共存を目指
す」については、コミュニティバスの利用者増加と地元購買率の向上を目的として、協力店で使えるクーポン券が付いた回数券
の販売を２月から開始した。
　また、レターバスは交通渋滞により遅れが生じやすいため、利用者の不便さや不安を少しでも解消する目的でバスロケーション
システムの導入準備を進め、平成２７年４月から利用を開始した。
③「熊本都市圏における公共交通の連携に向けた取り組みを進める」については、熊本市が取り組んでいるバス路線網再編に
ついて、熊本都市圏協議会公共交通作業部会において検討を進めている。また、共通の取組み課題であるパークアンドライド
の推進を図るために、公共交通利用促進キャンペーンに併せ、構成自治体と連携して熊本市においてチラシ約２，０００枚を配
布した。
（３）事務事業貢献度評価の結果では、平成2６年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、合志市地域
公共交通計画実施事業、パーク＆ライド事業、コミュニティバスバスロケーションシステム導入事業があげられた。

公共交通機関を利用している人の割合

公共交通機関を使った市内外への移動での乗り換え、乗
り継ぎが円滑にできていると思う市民の割合

この施策の役割分担を、「住民の役割」と「行政の役割」に分けて記載しています。

この施策を取り巻く対象者や根拠法令等の状況が、今後どのように変化するかについて記載して
います。

この施策への、住民や議会からの意見・要望を記載しています。

それぞれの成果指標について、目標値と実績値を比
較して、達成割合を示しています。

それぞれの成果指標達成状況の背
景・根拠等を記載しています。

上記【１】 「施策の目標達成度（○○年度目標と実績との比較）」および合志市経営方針を踏ま
えて、施策の振り返りを行なっています。

－ｼｰﾄ2(評価_説明) －
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②　総合政策審議会での指摘事項(平成27年8月12 日、8月19 日、26日まとめ）

①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成27年7月23日）

施策マネジメントシート２（26年度目標達成度評価）
市民参画によるまちづくりの推
進

【３】　施策の課題（基本計画期間を見据えて、どのような課題を解決していかなければならないか）

・自治基本条例の理念に基づき、いかに市民・議会・執行部が協働し、まちづくりを進めていくかが課題。
・女性団体活動支援事業の市全域への拡大。
・市地域づくりネットワークのまちづくりへの活用（子育て関係のグループや福祉活動団体、商工関係団体の活動を広げるため
に、ネットワークを活用。活動主体の自主性を阻害しない行政の支援）。
・市民参画の柱となるリーダーの育成。
・自治会や区の取り組みを活性化させる啓発と地域活動の担い手の育成。
・地域コミュニティ活動のあり方について要検討。

５　施策の26年度結果に対する審査結果

１．まちづくりへの市民参画を促すため積極的な情報の提供と公開に努める。
２．若い世代にも地域づくりに関心を持ってもらえるえような取り組みを検討する。
３．合志市地域づくりネットワークの周知を図り、未加入団体へ加入を促すとともに、まちづくりのリーダーの育成に
つながるような取り組みを検討する。

・事業の企画立案にあたっては、より市民の参画が得られるような継続的な取り組みが必要。
・市民に対する積極的な情報発信が必要。

・まちづくり活動に対する行政の支援と連携を強化すること。
・若い世代が参画できる企画を立案すること。
・合志市の代名詞となるようなイベントを企画し、市民総参加につなげる。
・まちづくりリーダーの育成を図ること。

③　議会の行政評価における指摘事項(平成27年9月25日）

・中高生を、まちづくりの会議に参加させて意見を聞くこと。
・まちづくりのリーダーの後継者の育成に努めること。

６　次年度に向けた取り組み方針
●　政策推進本部　平成28年度合志市経営方針(平成27年10月5日）

－ｼｰﾄ2(審査)－
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②　総合政策審議会での指摘事項(平成27年8月12 日、8月19 日、26日まとめ）

③　議会の行政評価における指摘事項(平成27年9月25日）

●　政策推進本部　平成28年度合志市経営方針(平成27年10月5日）

・高齢化の中で、交通難民解消のためデマンド交通システムの構築を図ること。
・周辺自治体と連携して広域的な公共交通体系の整備に努めること。

６　次年度に向けた取り組み方針

１．まちづくりの将来的展望と利用者の利便性を踏まえて策定した「地域公共交通網形成計画」に基づき、広域的な
視点に立った、地域にとって望ましい公共交通ネットワークの構築を図る。
２．市民の公共交通への関心を高め、コミュニティバスの更なる利用促進を図る。
３．高齢社会における、よりきめ細やかな公共交通のあり方を検討する。

公共交通の充実施策マネジメントシート２（26年度目標達成度評価）

【３】　施策の課題（基本計画期間を見据えて、どのような課題を解決していかなければならないか）

５　施策の26年度結果に対する審査結果

・公共交通の利用者増のため更なる周知を図ること。
・行政と事業者が一体になって、公共交通との接続のための環境を整備すること。

・実証実験によるデータ収集や、市民意見の集約、その分析結果に基づく計画書づくりを行なってきた。現状では外的要因（バ
ス路線の廃止・ガソリン価格の高騰等）により実績値が大きく変動している。今後は、「合志市地域公共交通計画」に掲げた目標
に向け、いかに市民ニーズにあった公共交通事業を展開していくかが課題となる。
・熊本電鉄（鉄軌道）との連携を図った公共交通対策（パークアンドライド・駐輪場等交通環境の整備）の推進。
・周辺市町村と連携し、広域的な公共交通体系整備への取り組み。

①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成27年7月23日）

・市民が利用しやすい公共交通の仕組みを更に検討していくことが必要。

施策の振り返りを踏まえて、今後の取組や解決すべき課題について記載しています。

施策の結果（前記「４施策の評価」等）に対する、以下からの指摘事項を記載しています。
○市長・副市長・教育長と各部長で組織する「政策推進本部」
○市民、有識者等で組織する「総合政策審議会」
○「市議会」

「５ 施策の○○年度結果に対する審査結果」を踏まえ、市長・副市長・教育長と各部長で組織する
「政策推進本部」で決定した平成○○年度の経営方針を記載しています。

－ｼｰﾄ2(審査_説明)－
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施策マネジメントシート3(26年度目標達成度評価）

基本事業名 41 地域づくり（まちづくり）人材の育成 基本事業担当課 企画課

対象 まちづくりに取組んでいる人 意図 地域づくり人材として育っている

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
合志市地域づくりネット
ワークに登録された団体
構成員数

人
（成り行き値）目標値 (361) 397 (371) 433

B
（成り行き値）目標値

(381) 469 (391) 505 (401) 541

実績値 361 339 324 225 145

実績値

C
（成り行き値）目標値

実績値

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A：自治基本条例の施行により、ネットワーク加盟団体への支援をさらに強めることで、団体構成員数を１．５倍（人口の１％）まで増やすことを目標とし、
平成２７年度、541人と設定した。

８　基本事業の26年度の振り返り（目標達成度評価）と28年度に向けての課題

成果指標である合志市地域づくりネットワークに登録された団体構成員数については、前年度実績値より８０人の減少で目標値を大きく下回ってい
る。加盟団体数（７団体）は前年度に比べ１団体減であるが、それが減の要因である。
地域で活動している各団体等にネットワーク参加を呼びかけたり、新規設立団体への支援制度を充実させ、横の連携を築きながら低迷してきている地
域づくりの機運を高めていく必要がある。

基本事業名 42 地域づくり（まちづくり）活動機会の確保 基本事業担当課 企画課

対象 市民 意図
まちづくりに参加できる場や機会を確保でき
る

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
市民ワークショップ等、市民の
自主的な参加を呼びかけた
会議の数

回
（成り行き値）目標値 (2) 10 (2) 10

B
公募委員を設けている委員会
等の数

件
（成り行き値）目標値 (8) 8

(2) 10 (2) 10 (2) 10

実績値 2 24 14 6 6

(9) 14 (10) 16 (11) 18 (12) 20
実績値 7 11 12 14 14

C
（成り行き値）目標値

実績値

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A：平成２２年度に新規、拡充する事務事業として事前評価を受けた事務事業数は50本であった。毎年同じ数の新規、拡充する事務事業が提案され
るとして、その内2割程度について、企画立案時より市民の意見を聴くためのワークショップ等を開催することを目標に、毎年10回の目標値を設定し
た。
B：平成２４年に各種委員会の委員改選が多く予定されているため、それまでに、自治基本条例に基づく、公募委員の取り扱いを全庁的に定めること
で、公募委員の選出が進むと考え、平成２４年度の目標値を基準値の2倍の14件とし、以後毎年2件ずつ増加するとして、平成２７年度は20件と設定し
た
８　基本事業の26年度の振り返り（目標達成度評価）と28年度に向けての課題

Ａ：前年度実績値と変わらなかったが、目標値は達成できていない。
Ｂ：前年度実績値と変わらなかったが、目標値は達成できていない。
市民に市政への参画を促すうえで、行政からの情報提供は重要である。あらゆる機会、手段を使って情報提供に努めていく。

基本事業名 基本事業担当課

対象 意図

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
（成り行き値）目標値

実績値

実績値

（成り行き値）目標値

B

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

８　基本事業の26年度の振り返り（目標達成度評価）と28年度に向けての課題

実績値
C

（成り行き値）目標値

－ｼｰﾄ3－
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２１年度
現状値

２１年度
現状値

72.4

70.1

実績値
C

（成り行き値）目標値

実績値

B
（成り行き値）目標値

実績値

（成り行き値）目標値

実績値

（成り行き値）目標値

実績値

施策マネジメントシート3(26年度目標達成度評価）

基本事業担当課 企画課基本事業名 公共交通の利便性の向上

基本事業名

対象

A

C

８　基本事業の26年度の振り返り（目標達成度評価）と28年度に向けての課題

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

B

対象 市民

12

市内外での移動が円滑にできる

26年度 27年度24年度 25年度

８　基本事業の26年度の振り返り（目標達成度評価）と28年度に向けての課題

意図

基本事業担当課

成果指標名 単位 数値区分 23年度
２１年度
現状値

A
（成り行き値）目標値

26年度 27年度

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A及びBの成り行き値については、既に７割を超える人が円滑に移動できていると答えており、数字的には高い水準にあると推察されることを踏まえて、
２１年度実績値で推移すると考え設定した。目標値については、２１年度から実施している環状バス運行等の実証実験を２３年度まで継続した後、２４
年度から地域の特性に合った公共交通体系を整備し、目的に応じて円滑に移動できる環境を整えることで、電車、バスを使っての移動は、２３年度か
ら成り行き値より若干上回る数値で推移すると考え、２７年度目標値をそれぞれ、７３．８％、７１．５％と設定した。

成果指標名 単位 数値区分

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

23年度 24年度 25年度

（成り行き値）目標値

実績値

電車(熊本電鉄やＪＲ)を使って
移動が円滑にできていると答
えた市民の割合

単位

％

数値区分

（成り行き値）目標値

実績値

意図

８　基本事業の26年度の振り返り（目標達成度評価）と28年度に向けての課題

意図

Ａについては、実績値、目標値とも上回っている。
Ｂについては、実績値は前年度より低下したが、目標値は上回っている。
レターバスについては、朝夕の遅延問題があり、Ｂの実績値低下となったものと思われる。

基本事業名

対象

成果指標名

基本事業担当課

23年度

C

B

A

26年度 27年度

(72.4) 73.0

76.8

(72.4) 73.2

77.6

(72.4) 73.4

75

(72.4) 73.6

77.2

24年度 25年度

(72.4) 73.8

(70.1) 71.5(70.1) 71.0

76.5

バスを使って移動が円滑にで
きていると答えた市民の割合

％
(70.1) 71.3

73.9

(70.1) 70.8

72.6

（成り行き値）目標値

実績値

（成り行き値）目標値

実績値

(70.1) 70.5

72.2

総合計画で定めた、施策の目的達成のための手段である「基本事業」について記載しています。

基本事業の成果の達成度等を踏まえて、振り返りを行なっています。

総合計画で定めた、施策の目的達成のための手段である「基本事業」について記載しています。

基本事業の成果の達成度等を踏まえて、振り返りを行なっています。

総合計画で定めた、施策の目的達成のための手段である「基本事業」について記載しています。

基本事業の成果の達成度等を踏まえて、振り返りを行なっています。

－ｼｰﾄ3（説明）－
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